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2024 年７月 25 日 

各      位 

会 社 名  株式会社 エプコ 

代表者名  代表取締役グループ CEO 岩崎 辰之 

（コード番号  2311 東証スタンダード市場） 

問合せ先  代表取締役 CFO    吉原 信一郎 

（TEL．03－6853－9165） 

 

2024年 12月期第 2四半期連結業績予想の修正に関するお知らせ 

 

最近の業績動向を踏まえ、2024年2月13日に公表しました2024年12月期第２四半期累計期間の連結

業績予想について、下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 
 
１．業績予想の修正について 

2024年 12月期第２四半期（累計） 連結業績予想数値の修正（2024年 1月 1日～2024年 6月 30日） 
 

売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に

帰属する 

中間純利益 

1 株当たり 

中間純利益 

前回発表予想(A) 

百万円 

 2,685 

百万円 

    84 

百万円 

    93 

百万円 

   147 

円 銭 

16.46 

今回修正予想(B) 2,795 168 125 58 6.56 

増減額(B-A)   +110 +83 +32 ▲88 － 

増減率(%) +4.1 +98.0 +34.8 ▲60.1 － 

参考:前期第２四半期実績 

(2023年 12月期第 2四半期) 
 2,404     54     78    177 19.93 

 

２．修正の理由 

（１）売上高及び営業利益 

メンテナンス及び再エネサービスにおける売上高及び営業利益が計画比で上振れしたことが主

たる要因です。 

（単位：百万円） 売上高 営業利益 

セグメント 前回発表 今回修正 増減 前回発表 今回修正 増減 

再エネ 652 668 ＋16 9 35 ＋26 

メンテナンス 936 1,026 ＋89 92 174 ＋82 

設計 1,096 1,100 ＋4 185 169 ▲16 

全社費用 － － － ▲202 ▲210 ▲8 

合計 2,685 2,795 ＋110 84 168 ＋83 
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当該売上高及び営業利益の計画超過は、太陽光発電システムや蓄電池、EV 充電機器の設置及び

メンテナンスに関する様々な業務受託が計画を上回って推移したことによるものです。 

 

日本政府及び地方自治体は、カーボンニュートラルの実現に向けて、太陽光発電システムや蓄

電池、EV 充電機器の普及促進に関する様々な施策（補助金・助成金制度の導入や設置義務化に向

けた新条例の制定等）を打ち出しております。それに伴い当該設備の設置需要が高まる中、当社

グループは、当該設備の設置時における契約・申請手続、設計、施工業務から設置後におけるメ

ンテナンス対応業務まで幅広いサービスを提供しており、当該サービスの受託が計画を超過して

推移しております。 

 

（２）経常利益 

前述（１）による計画比増益の一方で、再エネサービスにおける持分法適用会社である TEPCO

ホームテック及び LESSO に関する持分法投資損益は、下記のとおり計画未達となる見通しです。 

 

（単位：百万円） 持分法投資損益 

持分法適用会社 前回発表 今回修正 増減 

TEPCO ホームテック 73 26 ▲46 

LESSO ▲51 ▲72 ▲21 

MEDX ▲17 ▲13 ＋4 

合計 4 ▲59 ▲63 

 

【TEPCO ホームテック】 

 ①計画未達要因 

当第２四半期累計期間における売上高は、4,311 百万円（前期比＋29.7％、計画比+6.5％）

と着実な成長を果たしております。一方で、さらなる受託拡大を見据えた施工品質向上及び

受託能力増強に伴う費用が想定より多く発生したことから、計画比減益となる見通しです。 

 

 ②今後の対策及び見通し 

今連結会計年度における TEPCO ホームテックは、2025 年度に予定されている東京都の新条

例（新築住宅における太陽光パネル設置義務化）に伴う設置工事受託のさらなる拡大を見据

えて、営業・施工管理人員の増強、施工品質向上に向けた様々な取り組み（施工研修施設の

開設、業務フロー・マニュアルの整備等）を行う方針です。 

当第２四半期累計期間は費用発生が先行することで計画比・前期比で減益となりましたが、

来期に向けては、東京都の新条例対応を見据えた受注拡大が見込まれること、また、施工品

質向上に向けた一時費用の発生が減少することから、業績の回復及びさらなる拡大を見込ん

でおります。 
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【LESSO】 

 ①計画未達要因 

中国を中心とした海外市場における太陽光発電システムの販売計画に遅れが生じているこ

とが主たる要因です。 

  

②今後の対策及び見通し 

持分法適用会社である LESSO 合弁会社は、合弁パートナーである中国聯塑集団控股有限公

司（証券コード：2128（HK）、以下「聯塑社」）が太陽光発電システムの販売及びマーケティ

ングを担当しております。現在、聯塑社は、中国市場における太陽光発電システム（メガソ

ーラー）の販売が過当競争状態である中、海外（特にアフリカ）市場及び中国の戸建て市場

における販売強化に注力することで受注拡大を図る方針です。 

また、当社グループと聯塑社の間で締結している合弁契約にて、事業立上げ費用は聯塑社

が負担する条件であることから、当該合弁会社の業績は通期では黒字転換する見通しです。 

 

（３）親会社株主に帰属する四半期純利益 

弊社では、政策保有株式を計画的に売却する方針を定めており、当該方針に基づき、当初計画

にて投資有価証券売却益（102 百万円）を特別利益として見込んでおりました。 

一方で、当第２四半期累計期間において、対象企業の経営状況及び株価の推移等を総合的に勘

案した結果、当初予定していた株式売却を見送り、投資有価証券売却益が計上されなかったこと

から、親会社株主に帰属する四半期純利益は計画未達となる見通しです。 

 

３．2024 年 12 月期における連結業績及び配当予想について 

 

（１）2024 年 12 月期 通期連結業績予想 

前述のとおり、当第２四半期累計期間における親会社株主に帰属する四半期純利益は計画未達

となりましたが、下半期において当該政策保有株式の売却を実施することで投資有価証券売却益

の発生を見込んでおります。また、２．修正の理由に記載のとおり、本業の利益（営業利益及び

経常利益）については当第２四半期累計期間にて計画を上回る形で推移していることから、通期

業績予想数値につきましては据え置きといたします。 

 

（２）2024 年 12 月期 配当予想 

当社の配当方針に基づき安定的な配当を実施するべく、第２四半期末及び期末における 1 株当

たり配当予想額（第２四半期末：14 円、期末：18 円、合計 32 円）は据え置きといたします。 

 

※本資料における業績見通し等の将来に関する記述は、現時点で入手可能な情報に基づいて当社が

判断したものであり、実際の業績等は、様々な要因により異なる結果となる可能性があります。 

 

以上 


